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 過去 100 年、ジェンダー平等を実現するためにあ
らゆる改善努力が試みられてきました。しかし、健
康に関して言えば、研究・データ・ケア・投資の
いずれの面においても、依然として男女間で大きな
ギャップ（＝格差）が存在します。健康格差を解消
することができれば、女性自身の生活だけでなく、
世界経済にも影響を及ぼすことができるのです。

本レポート「健康格差を解消する : 女性の生活と経
済を向上させる 1 兆ドルの機会」は、男女間の健
康格差を縮小させることで、39 億人の女性がより健
康で質の高い生活を送ることができることを提示し
ます。加えて、健康格差が縮小されることで早期死
亡が減少し、健康状態の改善、経済および社会的
貢献能力の向上により、毎年少なくとも 1 兆ドルが
経済生産性に貢献する可能性があることも提示しま
す。多岐にわたるインパクトの中で最も影響が大き
いのは、疾患の減少による健康寿命の延伸で、2,400
万の損失生存年数の回避と最大 4,000 億ドルの経
済生産性の押し上げが可能と推計されます。

ここでいう「女性の健康」には、女性特有の病状
だけでなく、健康に関する広範な課題が含まれます。
目的意識をもった協調的な取り組みにより、男女格
差なく、誰もが平等に健康を手に入れることができ
る世界を作ることは不可能ではありません。女性の
健康を改善する方法は多岐に渡り、一辺倒には解
決できませんが、対処としては例えば、女性を対象
とした研究への投資、性別、民族性、ジェンダーを
考慮したデータ収集と分析、ジェンダーに特化した

ケアへのアクセスの強化、新たな資金調達モデル
を促進するインセンティブの策定、女性の健康を支
援する事業方針の確立、意思決定における女性の
巻き込み / 存在感の強化などが挙げられます。

私たちは本レポートを通じて、パブリックセクター、
社会、企業のリーダーたちに男女の健康格差縮小
に向けた積極的なさらなる参画を呼びかけます。 
まさに今、男女の健康格差縮小への取り組みのモ
メンタムが高まっています。米国における「女性の
健康イノベーション機会マップ」1 の公開、最近の「女
性の健康に関するホワイトハウスイニシアチブ」の
策定、欧州女性健康研究所による「女性健康営利
団体」の立ち上げ、さらにはオーストラリアにおけ
る子宮頸がん撲滅のニュースなど、ギャップ解消に
向けた取り組みが昨今勢いを増していることからも
明らかでしょう。

複数年にわたる本研究の最大の功績の一つは、誰
もが女性の生活改善に貢献できる可能性があること
を分析を通じて明らかにした点でしょう。ノーベル
賞受賞者のマララ・ユサフザイ氏がかつて述べたよ
うに、「半数の人間が抑圧されている世の中が、う
まく行くはずなどない」のです。 
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女性の健康格差解消のための投資は、女性の
寿命・健康寿命を延伸し、2040 年までに世界
経済を年 1 兆ドル押し上げられる可能性を持つ。

「女性の健康格差」というと、真っ先に「女性の方
が男性より長生き 2 ではないか」という反論が上が
ることが多い。平均寿命の観点からは紛れもない
事実である一方、この事実は健康寿命の観点を欠
く、偏った見方でもある。女性は生涯の約 25% 以
上の時間を右肩下がりの健康状態（脆弱な健康状
態）で過ごしており、男性と比較すると平均健康寿
命の上では短命なのである。

女性の健康格差に取り組むことで、女性が脆弱な
健康状態に費やしている時間の約 3 分の 2 を減じ
られる可能性がある。これは女性一人当たり健康
な生活が毎年平均 7 日増え、39 億人の女性の健康
と生活の質を高め、生涯に換算すれば寿命が 500
日以上伸びるポテンシャルがあることを意味する。
女性の健康改善にはまた、教育機会の増大や世
代間でのベネフィットの波及 3 といった社会的イン
パクト以外にも、女性が労働に積極的に参加する
機会の増加というインパクトも挙げられる。これは
2040 年までに少なくとも世界経済を毎年 1 兆ドル
押し上げる可能性があるのである。こうした推計は
多大には見えるかもしれないが、データ的制約を
考えれば実際は過小評価しているとさえ言える。

本稿では「女性の健康（疾患）」を、生物学的状
態に加えて、女性だけが影響を受ける（罹患する）、
女性の受ける影響（罹患状況）が異なる、あるい
は女性が影響を受ける （罹患する）割合が高い一
般的な健康状態（疾患）として定義する。女性の
健康をグローバルに改善するために様々な取り組
みがなされている。しかし本稿では女性の健康格
差がもたらしている経済への影響とその解消に向
けたビジネスケースに絞って議論を展開する。

健康格差の根本的要因
健康格差の解消に向けて対処すべき 4 つの主要領
域は、次のとおりである。

1. 科学：生物学的研究は男性の身体を基準にして
おり、性別による生物学的差異の理解を妨げ、
結果的に女性にとって利用しにくく、有効性が
低い治療が行われている。

2. データ：女性にとって重要な疾患を除外または
価値を低く見積もらせるデータセットを使用して
いることから、女性の健康負荷が制度的に過小
評価されている。

3. ケアの提供： 女性はケアを受ける障壁に直面す
る、診断の遅れや最適化がなされていない治療

を経験するなどといった可能性が高い。

4. 投資： 女性の有病率に比べて女性の健康状態
への投資は低調である。これにより、女性の身
体に関する科学的理解が高まらない状況が持続
し、女性の健康への新たな投資のリスクを軽減
するデータも不足するという負のスパイラルが
発生している。

これらの要因がもたらす作用は多岐にわたり、また
地域や所得水準によっても大きく異なる。しかし様々
な証拠が示唆するのは、これらの要因の影響を免れ
ている地域や年齢層は存在しないということである。

将来への道筋
ギャップの解消に向けて前進するには、女性の健
康ギャップがもたらす影響をより広く理解するととも
に、次のような 5 つの領域におけるアクションが必
要である。

 – 研究が手薄かつ未診断の多い女性特有の健康
状態（例：子宮内膜症、妊娠、母体健康の複雑さ）
や、女性の罹患状況が男性と異なる、または女
性の罹患する割合が高い疾患（例：心血管疾患）
の知識・データギャップを解消するために、持
続可能な研究開発環境で進められている女性主
語の研究に投資する。

 – 性別やジェンダー特有のデータの体系的収集・
分析・報告を強化する。

 – 予防から治療に至るまですべての領域で、女性
に特化したケアへのアクセスを増大させる。

 – 女性の健康に関わるイノベーション領域への投
資を促すインセンティブを策定し、新規の資金
調達モデルを開発する。

 – 学術機関が医学学習カリキュラムを取り入れる、
雇用主が妊娠期や更年期に優しい職場を創出す
るといった、女性の健康を支援する方針を導入
する。

これらの目標を達成するには、複数セクターのス
テークホルダーを巻き込んだエコシステム全体への
アプローチが必要である。健康格差の縮小を通じ
て、女性の労働への参画を増やし、何よりもより女
性が健康的な生活を送れるようにすることは決して
不可能なことではない。
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序文
女性は「低健康状態」で過ごす時間が 
男性より 25% 多い。

この 2 世紀の間に男女両方の平均寿命が延びたこ
とは、大きなサクセスストーリーである。世界の平
均寿命は 1800 年から 2018 年の間に 30 年から 73
年に伸びた 4。しかしこの「寿命」は「健康寿命」
を加味していない。女性が低健康な状態で過ごす

時間は男性より長く、障害の度合いも高いのである。
女性が低健康状態で過ごす年数は平均 9 年にも 
なり、家庭や職場、コミュニティにおける生活や 
生産性に影響を及ぼし、収入を得る可能性を減じ
ている。

用語について B O X  1 : 

本レポートは「女性の健康」を市場セグメントの
一つとして考察することを意図している。執筆者は、
トランスジェンダー、ノンバイナリー、ジェンダー
フルイドなどのコミュニティにとってヘルスケアが
重要であることや、自身を女性として識別する人の
全員が生物学的に女性として生まれているわけで
はないことを認識している。

執筆者は「性別とジェンダー」という語をしばしば
使用するが、それはインクルーシブな表現に 従っ

たものであり、今後トランスジェンダー、ノンバイ
ナリー、ジェンダーフルイドのコミュニティを含む
健康課題を研究する必要性も理解している。執筆
者はさらに、女性の中でも、人種、民族性、社
会経済的地位、障害、年齢、性的指向などによる
根本的な差異についても認識している。今後の取
り組みや研究には全般的な女性の健康格差と並ん
で、そうした障壁にどう取り組むかを反映する必
要がある。本レポートで使用する「女性」という
語には 18 歳未満も含まれる。 

アナリストは、マッキンゼー・ヘルス・インスティ
テュートとマッキンゼー・グローバル・インスティ
テュートによる先行研究 5 に基づくとともに、こうし
た健康格差を障害調整生命年 （DALY）6 や女性の
経験する構造的／制度的障壁に起因する差異の観
点から女性の健康格差を定量化した（BOX 2「調
査方法」）。

女性が生涯の 25% を過ごすと言われている「低健
康状態」期間を克服できたならば、何百万人もの
女性の健康と生活が改善されるだけでなく、2040
年までに世界経済を少なくとも毎年 1 兆ドル押し上
げると推計される。もっとも、この推計はおそらく
保守的であり、これまで女性の健康状態が過小報
告されてきたことや男女間にデータギャップがある
ことを勘案すれば、有病率を実際より低くカウント
し、女性の罹患する多くの疾患の健康負荷を過小
評価していると考えられる。

健康度の向上と経済的繁栄の間にある相関関係を
認識することはとても重要である。女性の健康格
差を低健康状態や 1 年当たりの早期死亡者数を基

に損失生存年数（YLL）に換算すると、7,500 万年
YLL に相当し（図 1）、女性 1 人当たりで見ると年
間 7 日間となる。ギャップを克服できれば、2040
年までに、1 億 3,700 万人の女性がフルタイムで
就業するのと同等の効果が創出される可能性があ
る 7。女性を貧困から救い出し、より多くの女性が
自身や家族を養えるようになるのだ。ギャップの要
因、すなわち女性にとっての治療効果の低さ、質
の劣るケア提供、データ不足などに対処するには
多大な投資が必要となるが、これは同時に新たな
市場機会の創出への期待にもつながる。

女性の健康状態の改善はこのように経済的にポジ
ティブなアウトカムを創出する可能性があり、これ
は重要なことである。一方で、このことを何よりも
まずは健康の公平性と包摂性の課題として捉える
ことが重要である。女性の健康格差を克服できれ
ば、女性の生活の質が改善されるだけでなく、将
来の世代の健康改善や健康寿命の延長といったポ
ジティブな波及効果を社会に生み出すことができる
のである。



注：実際より低くカウントされているために見落とされた数値を算出するにあたっては、過小評価された子宮内膜症の疾病負荷（WHOの有病率に基づく実際の子宮
内膜症の疾病負荷、IHMEによる疾病の重み付け、IHMEの報告による子宮内膜症の負荷の間の差）と更年期の疾病負荷（有病率の算定に基づく実際の疾病負荷と月
経前症候群（PMS）の疾病の重み付けの差）を追加した。

出典：University of Washington's Institute for Health Metrics and Evaluation, “Global Burden of Disease Study 2019”, women's health model（使用許可取得済み）

ジェンダーによる健康格差は75百万DALY
女性一人当たり年間7日の健康負荷に相当

ジェンダーによる健康格差

75

58%

34%

8%
有効性によるギャップ 治療提供によるギャップ データによるギャップ

1. 2040年までにジェンダーによる健康格差を解消することで増加する女性の健康寿命年数。

出典：University of Washington’s Institute for Health Metrics and Evaluation, used with permission; Oxford Economics; International Labour Organization 
ILOSTAT database; Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD); Eurostat; National Transfer Accounts project; McKinsey Global Institute 
analysis 

女性の年齢層別創出GDP効果 
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2040 年における女性の健康格差図  1 :

女性がヘルスケアサービスを受けようとする際に直
面する課題は多様であり、関連する疾患や社会セク
ターも様々である。そうした課題の解決により創出

される経済効果は、あらゆる年齢層や地域から生
み出される可能性がある。そのうち大半を創出する
のは労働年齢層に属する女性たちである（図 2）。

年齢層別による女性の健康格差と GDP 効果図  2 : 



1. 女性が罹患する割合が高い疾患とは、女性の有病率が男性より高いが女性一人当たりの疾病負荷は高くない疾患と定義される。2. 女性の罹患状況が異なる疾患
とは、女性の一人当たり疾病負荷が男性より高い疾患と定義される。3. 母体出血、母体敗血症、その他の母体感染、妊娠高血圧症候群、閉塞性分娩、子宮破裂、妊娠
中絶、流産、子宮外妊娠、間接母体死亡、後期母体死亡;  HIV/エイズによる母体死亡、婦人科疾患（子宮筋腫、多嚢胞性卵巣症候群、女性の不妊症、子宮内膜症、性器
脱、月経前症候群）、女性特有のがん（子宮がん、卵巣がん、子宮頸がん）などの母体に関わる疾患が含まれる。

出典：McKinsey analysis based on the University of Washington's Institute for Health Metrics and Evaluation, “Global Burden of Disease Study 2019”, 
women's health model, used with permission

43%は女性が罹患する割合や罹患
状況が男性と同等の疾患（例:虚血
性心疾患、結核）

47%は 女性が罹患する割合が高い
疾患（例：頭痛異状、自己免疫疾患、
うつ病）1 

4%は女性の罹患状況が異なる疾
患 （例：心房細動、直腸がん）2 

5%は女性特有の疾患（母体関連、
婦人科系疾患）3

女性が抱える健康負荷（世界全体）

47%43% 4% 5%

疾患の内訳（%）

約50%の負荷は
労働年齢の女性に影響する

20～64歳0～19歳

245
425

275

65歳以上1

1. 2016年に退職した女性が年金を受給し始めた平均年齢は63.7歳であった。

出典：Disease burden from University of Washington's Institute for Health Metrics and Evaluation, “Global Burden of Disease Study 2019”, 
used with permission; OECD, “Current Retirement Ages”, Pensions at a Glance, OECD and G20 Indicators, OECD Publishing, 2017
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女性の健康の定義全体を理解し、
受け入れる

女性の健康という概念はセクシュアル・リプロダク
ティブ・ヘルス （SRH：性と生殖に関する健康）の
みを含むものとして簡素化されることが少なくない
が、そのことが女性の健康負荷の存在を著しく過小
評価させている。本稿では女性の健康を「性別特
有の疾患」（例：子宮内膜症、更年期）と「一般的
な疾患」の両面から定義する 8。後者には男性と比
較して女性の罹患状況が異なる（疾病負荷が高い）
疾患、あるいは女性が罹患する割合の高い（有病
率が高い）疾患が含まれる。 

研究によると、SRH と母体・新生児・小児保健
（MNCH）が女性の健康負荷に占める割合は約 5%
であるが 9、おそらくこの数値は過小評価されている。
女性の健康負荷のうち 56% は、女性が罹患する割
合が高い、または罹患状況が異なる疾患に起因する
ものである。残りの 43% は男女間で有病率や症状
に差がない疾患によるものである（図 3）。女性が
性別特有の疾患にかかる可能性は 15 歳から 50 歳 
の間が最も高いが、その他の疾患については生涯
を通じて発症する可能性がある。一方、女性が健康
負荷から受ける影響のうち、ほぼ半分は労働年齢層
の女性に影響を及ぼす。これは、この年代の女性の、
収入を得て自身や家族を養う能力に疾患が影響を与
えることが多いためだと考えられる（図 4）。

世界における女性の健康負荷の状況図  3 : 

図  4 : 女性の生涯における健康負荷の影響

妊娠合併症は慢性疾患のリスクを高める可能性が
ある（例：妊娠高血圧が慢性高血圧のきっかけに
なることがあり 10、また妊娠糖尿病の女性が出産後
7 ～ 10 年のうちに 2 型糖尿病になるリスクは 50%

である11 ）。 母体が健康であることは妊娠や出産期
間に限らず、母親と幼児の健康にベネフィットを 
もたらす。健康の公平性には、ジェンダー、性別、
性的同一性、性的指向、年齢、人種、民族性、 
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調査方法 B O X  2 :

女性の健康格差とその解消の可能性に関する評価
の方法は、次のとおりである。

2040 年までの疾病負荷を予測するために、ワシン
トン大学保健指標評価研究所（IHME）による「世
界の疾病負荷研究（GBD）」を使用した。同研究
は感染症や慢性疾患をはじめとする死亡や低健康
状態につながる疾患を対象としている。

また、疾病負荷をどの程度低減できる可能性があ
るかを測定するために、女性の罹患する上位 64
種の疾患 （世界全体の疾病負荷の約 86% を占め
る）に関する臨床エビデンスの徹底的レビューを
実施 12 。同調査では世界保健機関（WHO）やラ
ンセット誌などの主要組織・出版物によるガイドラ
インに基づいて約 180 種の介入を取り上げた。

64 種の疾患に関連する各介入について、以下の
要素を精査した。

 – 罹患率と死亡率を潜在的にどれだけ低減でき
るかを特定し 13、それをすべての疾患に拡大
適応し、男女の性差を考察しながら女性の健
康格差を特定

 – 健康関連の介入と労働能力関連の介入による
増加の可能性を考慮し、総人口と労働人口の
ベースラインを予測

 – 介入に必要な実施期間と、介入による効果が
発生するまでのタイムラグの両者を考慮し、効
果が完全に実現されるまでの期間を推計

採用したデータや関連する前提事項が限られてい
るケースについては、詳細を 技術面の添付資料に
記載した。

経済効果の定量化 :

対象となる健康関連の介入の潜在的な経済効果を
判断するために、2040 年までの人口 14 と労働力 15

の予測を分析に使用した。介入による健康状態の
改善内容を、早期死亡の減少、罹患者の減少、 

労働参加の拡大、生産性の向上といった 4 つの観
点に基づき、労働力の増加、生産性と経済性の向
上による効果に変換した。効果を推計するための
前提条件は学術研究に基づき、専門家による検証
を得た。

本分析は下記を認識の上実施された。

 – 疾病負荷の変化：新型コロナウイルス感染拡
大などの想定外の出来事によって予測は変わ
り得る。IHME の疾病負荷データは、現時点に
おいて利用可能な最適なデータを反映してい
る。

 – 介入の効果：科学的エビデンスは常に進化し
ており確定が困難だが、本研究は学術機関の
専門家と臨床の専門家から得たインプットに基
づいている。

 – 将来的なイノベーション：先進的なテクノロ
ジーに着目し、各分野の専門家のアドバイス
を受けた。

 – 女性の健康格差に対する取り組み：既存の介
入の効果や適用頻度が男性の方が高かった場
合においても、同様の介入を女性に行った場
合、男性と同程度の効果が適用できると想定
した。ジェンダー別の効果に関するデータが不
足している場合は、利用可能なデータと同様
のジェンダーギャップがあると想定した。

 – 経済的意味合い：本分析では労働市場の選択
に関して前提条件を設定した（例：年齢や健
康度が労働への参加にどう影響するか）。現
在の労働力の統計と労働市場の変化のポテン
シャルなどのエビデンスを勘案した。

 – データギャップ：女性の疾患と健康負荷を実際
より低く見積もり、過小評価することは、女性
の健康格差の過小評価を招く可能性がある。

本レポートの読み方 

ここで提示する分析では、まず、女性の健康格差に起因する健康負荷を潜在的な健康寿命を基準にして
測定・評価した 16 。次に、この健康改善のポテンシャルを経済的ポテンシャルに変換し、国内総生産（GDP）
に占める割合として測定した。本レポートの第 1 ～ 3 章は健康改善によるポテンシャル（DALY で測定）
を対象に、科学、データ、ケア提供のそれぞれの格差に関連する 3 つの根本原因に分けて考察を行っ
た。第 4 章は、女性の健康に対する投資が十分に行われていない現状を明らかにしている。第 5 章で
は、女性の健康格差解消から創出される経済的価値を提示し、経済効果を GDP の増加分として測定し、
第 6 章では女性の健康格差を解消し、世界における何百万人もの女性の生活改善を図るために実施す
べきことを取り上げる。最後に第 7 章では、日本に焦点を絞り、女性の健康格差の現状と改善によって
見込まれる経済効果、さらには検討すべき解決策について論じている。

宗教、障害、教育、所得水準、その他の特徴に関
わりなく、個々人に適切な介入と選択肢にアクセス
できることが含まれる。最善のアウトカムをもたら

すために必要な手段への理解とアクセスが、女性
の健康の公平性を改善するきっかけとなり得る。 

http://www.mckinsey.com/womenshealth-appendix
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調査した医学的介入

50%

64%

10%

26%

50%

女性に不都合が
発生していた
医学的介入

男性に不都合が
発生していた
医学的介入

男女間で
同等の結果が得られた

医学的介入

男女別データが参照できた介入のうち、64 %が
有効性の低さ、アクセスのしにくさ、また両方の理由のために、
女性に不都合が生じていたことが判明した

男女別データがない

男女別データがある

出典： マッキンゼー分析
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医学・生物学領域におけるイノベーションは、身体
機能と病気の発症・進行に関わる細胞や分子経路
に関する科学的基本理解のもとに成り立っている。

これらの医学・生物学研究は、歴史的には男性に
よって主導され、また、男性と女性では生殖機能以
外には大きな違いがないという前提で、男性 17 / 
オス 18 が研究の対象となっていた。女性特有の症状・
疾患は「特殊」と捉えられ付加的に加味されてきた
が、女性を生物学的かつ適切に理解するためには、
根本的に女性が主体となり、さらには女性 / メスも
研究対象に入れた研究設計が不可避である。新し
い研究ツール （モデル動物、計算モデル、患者ア
バター、ヒト化モデル等） 19 の開発なくして、同水
準レベルでの理解が進んでいるとは言えないのであ
る。  

薬物療法の効果とアクセスは 

男女で異なる可能性がある 

結果として、実際に男女の患者を対象にしている
薬でも、効果・有効性に男女差が認められた事例
がいくつかある。一つ例を挙げるなら、喘息と心
血管疾患の一部の療法だ。

上記の現象がどの程度確認できるかを評価した分
析がある。650 本以上の学術論文に基づき、女性
の健康負荷の約 90% を占める 64 種の疾患に対し
て最も広く適用されている 183 種の医学的介入を
調査したところ、調査対象となった医学的介入の
うち、男女別のデータが存在する事例は 50% に
留まった。また、男女別のデータが参照できた事
例では、対象となる介入の 64% において、有効
性の低さ、アクセスの困難さ、また両方の理由の
ために女性に不都合が生じていたことが判明した。
男性の場合はそのような不都合が発生する医学的
介入は 10% のみであった（図 5）。 

介入の有効性とアクセスにおける男女の相違図  5 :

調査対象とした疾患の例は次のとおり。

 – 喘息は男女が同じ有病率で罹患する一般的な呼
吸疾患であり、喘息の急性発作の事例では、息
切れ、喘鳴、せき、胸が締め付けられる感覚な
どの症状が現れる 20。治療の中心は気管支拡張
薬やコルチコステロイド剤を使った吸入療法で
ある。しかし今回の調査により、こうした治療は
女性の発作を軽減する効果が、男性と比べて約
20% 低いことが示された 21。 

 – 心臓血管と脳血管の疾患（特に虚血性心疾患と
脳卒中）は世界的に男女両方の疾病負荷に占め
る割合が最も高い疾患であり、世界全体で男性
の場合で障害調整生命年（DALY）の 16%、女
性の場合は同 14% を占めている 22。あるドイツ
の調査では、経皮的冠動脈介入（PCI）の技術
的成功率は男女ともに同じであるにもかかわら
ず、女性は死亡や心機能関連の発作・障害の
年齢調整リスクが男性より 20% 高いことが判明
した 23。 



現在、製薬パイプライン上にある新薬候補数と対象疾患が引き起こす障害の苦悩の程度（障害生存年数（YLD）、%）

現在パイプライン上にある新薬候補数（第Ⅲ相への登録前）

注： 67種の疾患を対象に、新薬候補数（以前に他の疾患用に承認されたものも含む）と、「世界の疾病負荷研究（GBD）」のデータセットを基にした損失生存年数（YLL
）と障害生存年数（YLD）の合計をマッピングした。　*PMS: 月経前症候群

出典： Pharma Projects, University of Washington's Institute for Health Metrics and Evaluation, “Global Burden of Disease Study 2019”（使用許可取得済み）
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女性の健康に関する研究は、主に
死亡率の高い疾患を重視しており、
健康寿命に影響する障害を引き起こ
す疾患は軽視されがち

On 研究がどれだけ優先されているのかを見る指標
として、新薬開発パイプライン数がある。現在開発
中の新薬開発件数を見てみると、一般的に女性の
罹患率が高いがんに対する新薬開発件数は、健康
寿命に影響するような健康衰退性が高い婦人科疾
患に対する新薬開発件数の 10 倍に上る（図 6）。
考えられる理由の一つは、がん疾患の死亡率の方
が高いことである。ここで言いたいのは、がんの治
療法の研究資金を削減すべきということではない。
むしろ、その他の女性の疾患、特に更年期障害、

月経前症候群（以下「PMS」という）、子宮内膜症、
多嚢胞性卵巣症候群に関わる研究を推進する余地
があるということである。

さらに、母体の状態への注目も高める必要があると
考える。母体疾患は女性特有のがんと比較して、女
性の抱える苦痛全体に占める割合は同程度である
にもかかわらず、新薬開発パイプライン数に大き
な差がある。例えば、分娩後異常出血（PPH）は、
低所得国（LIC）や低中所得国（LMIC）における
主たる妊産婦死亡の直接的かつ回避可能な要因で
ありながら、過去 30 年間で有効性を示す新薬はわ
ずか 2 種類しか開発されていないのだ 24。

女性の健康という課題に取り組む場合、パイをいか
に切り分けるかではなく、いかにパイを増やしてい
けるかが重要なのである。

女性特有の疾患に対する新薬開発パイプライン数（疾患別）図  6 :

性別やジェンダーに特化したデータ
や研究の欠如が安全性に与える影響

2000 年以降、米国における承認済み医薬品によ
る有害事象の報告は、女性が男性より総じて 52%
高く、重篤な事象または致命的事象の発生割合は
36% 高かった 25。

米国の医療従事者が 2022 年に報告した重篤な事
象または致命的事象は、男性が 380 万件であるの
に対し、女性は 440 万件であった 26。 

また、安全性の欠如を理由に回収されたすべての
医薬品を分析すると、1980 年以降に女性患者に対
する安全リスクがあるために回収された製品は、男
性と比べて 3.5 倍多かった（図 7）。 



注： 安全性や有害事象のために回収された医薬品を、女性、男性、男女差なしの各リスクに分類。健康リスクは、男女別に報告された有害事象の件数、
治験における薬剤の有害な影響を被った男女の割合の比較（%）、処方された医薬品の男女の割合の比較を基に判断。

出典： Pharmaprojects (global drug withdrawals from 1980‒2023)、記事検索

p = 0.19

1980年～2023年における市場からの回収状況 （回収件数） 回収理由

女性の健康リスク

男性の健康リスク

性別に無関係のリスク

データ不足

29%は女性の健康
リスクを理由として
回収

21

6
3.5倍

21

25

8%は男性の健康
リスクを理由として
回収

29%は性別に関係の
ない健康リスクを
理由として回収

34%は有害事象報告の
男女差に関する情報が
不足
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リスクタイプ別 世界における安全性欠如要因での医薬品の回収状況（1980-2023 年）図  7 :

調査の結果、疾患に対する体系的な理解不足によ
り年間 4,000 万～ 4,500 万 DALY、女性一人当たり
に換算して年 4 日の健康格差が生じていることが明
らかになった。これは性別による生物学的差異に起
因するすべての格差のうち約 60% に相当する（図
1）。この推計には、男女両方が罹患する疾患につ
いての既知の格差と、男性に比べて女性特有の疾
患に対する医学的介入の有効性が平均的に低いこ
とに起因する格差の推定値が含まれる。加えて、推
計には「未知」の格差も含まれる。すなわち、男
女別のエビデンスはないものの、男女別の分析が
可能な疾患の事例に照らし合わせると、医学的介

入の有効性の格差が存在する可能性がある疾患領
域である。このような格差は、10 ～ 40 歳の特定の
年齢層、およびラテンアメリカや中央アジアなどの
特定地域でより大きく、女性の方が平均寿命が長い
という事実ではこれらの格差を説明できない。

こうした男女間の差異に関する情報が不足する医学
的介入に焦点を当てることで、男性や女性といった
特定のグループに特化したイノベーションが活発化
することを期待する。 



データ格差による 
イノベーションと投資の 
減速

データの格差が女性の健康像を歪める

2
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「データ」は、課題の定量化や潜在的な機会の把
握に役立ち、エビデンスに基づく分析と意志決定に
とって不可欠な存在である。しかし、今日使用され
ている疫学や臨床データの多くは、女性の健康の
全体像を十分に捉えきれておらず、健康負荷を量・
質ともに過小評価している。適切な可視化なしに
は、特にマイノリティグループの女性や女児の生活
を改善機会を見逃してしまうことになるのだ 27。さ
らには、データ不足による健康負荷の過小評価は、
女性の健康にまつわるケアやイノベーション、投資
にも影響を及ぼす。例えば、近年、「痛み」に関す
る自己評価に性差を指摘するエビデンスが登場し、
女性の「痛み」が常態的に十分に確認・処置され
ていなかったことが見えてきた。これらは臨床だけ
でなく心理的アウトカムに影響を与えている 28。 こ
うした個々の不完全なデータセットの積み重ねが女
性の健康格差を深刻化させているのだ。

格差は、データバリューチェーン 
全体にわたって存在している

ステージ 1：データ生成前 29

データ格差は女性の健康を定義する時点から始
まっている。具体的には、女性が罹患する疾患の
症状に関する統一的な定義や測定尺度が欠けてい
るのである。例えば、更年期障害や PMS に関する
疾病負荷には異なる定義が複数存在し、統一され
た痛みの測定手段や尺度がない。

ステージ 2：データ生成

女性の健康関連のデータといえば疫学データと臨
床データが存在し、女性特有の症状や診断のため
の指標の記録も含まれる。女性が一部疾患に罹患
した際の症状が、男性とはどのように異なっている
かはほぼ理解されておらず、女性特有の疾患に起
因する健康関連負荷のデータも不足している。例え
ば、米国において健康に関する女性特有の課題に
焦点を当てたヘルスケア関連の研究開発は全体の
4% に留まっている 30。

ステージ 3：データ統合

公開されている研究のうち、男女別データが存在
したのは分析対象とした医療介入の 50% に満た
なかった。他の研究によれば米国の臨床試験で男
女別データが存在したのは 4 分の 1 のみ。加えて、
臨床試験の研究デザインやエンドポイントの選定
において潜在的な性差が考慮されていない場合が
ある。適切な人数の女性（やマイノリティ）が被
験者として含まれていないために、代表性に欠け
る集団からエビデンスが導き出されている可能性
も考えられる。

また、各国のうち 2021 年に新型コロナウイルス感
染症の患者数と死亡者数を男女別に報告したもの
は半数のみであり、入院者数を男女別に報告した
ものは 14%、集中治療室への入院者数を男女別に
報告したものはわずか 10% だった 31。

ステージ 4：データ分析

特定の被験者グループにおいて他のグループとは
異なった結果が得られていたとしても、分析や論文
において用いられる指標は、その結果を正しく示し
ていない可能性がある。さらに、機械学習（ML）
のアルゴリズムは、こうした偏ったデータセットか
ら構築されている可能性がある。従ってこうした
データやそれらに基づくプログラムは、両者ともに
中立的ではなく、構造的格差を固定化させかねな
い。なお人工知能（AI）の専門家は、反実仮想機
械学習による公平性の担保や類似の手法を用いる
ことで、人種やジェンダー等のバイアスを低減でき
ると述べている 32。

女性は適切なタイミングで正確な診
断を受けていない可能性がある 

男性と女性の間では「診断」の時点で、重大かつ
構造的な差異が存在し、いくつかの疾患の有病率
と疾病負荷に関するインパクト試算に影響を及ぼ
しているというエビデンスが存在する。例えば、デ
ンマークで 21 年間にわたり行われた調査 33 では、
700 以上の疾患について女性は男性よりも診断が
遅かった。がんについては、女性は診断されるま
でに 2 年半多くかかっており、糖尿病は 4 年半で
あった。また、米国の健康記録に関する調査では、
子宮内膜症を抱えている女性のうち、正式に診断
されている事例は半数未満であった 34。

子宮内膜症に関する推計値についても、説明のつ
かないばらつきが見られる。例えば、世界保健機関

（WHO）は出産年齢にある女性の約 10% が子宮内 
膜症を抱えていると推計 35 する一方、「世界の疾病
負荷研究（GBD）」では 1 ～ 2% と推計している 36。
8 倍にも及ぶこの違いは、世界全体での患者数に
2,400 万～ 1 億 9,000 万人もの幅があることを意味
する。

正確な診断を適切なタイミングで得られなければ、
治療の障壁になるのみならず、投資家や研究者に
よるニーズの優先順位付けや市場評価にも影響を
及ぼす。子宮内膜症の場合、データ格差の主な原因
は診断の遅れであり、平均で約 10 年を要する 37。 
これは研究への投資を抑制してしまう。例えば、子
宮腺筋症は子宮内膜症を併発する頻度が高く、国
立衛生研究所（NIH）も 2 つの研究助成金を用意
しているが、現在もまだ世界で何億人もの女性に
影響を及ぼしている。更年期障害はより深刻である。
生物学的に女性である人の大半 38 が更年期への移
行期間中に症状が出ると言われているにもかかわ
らず 39、この症状が健康状態や疾患の分類におい
て考慮されることはほぼない。例えば、IHME の「世
界の疾病負荷研究（GBD）」のデータセットは更年
期障害に関連した健康負荷を「その他の婦人科疾
患」という大きなカテゴリーに含めている 40。 その
結果、同データセットにおいて、更年期障害に関
する有病率や重症度（または障害の重さ）を正し
く特定できていない。さらに更年期障害の症状であ
る気分変動や憂うつ等の症状は、その他の疾患と
関連付けられることが多く、誤診を招いている 41。
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母体の健康に関して、特に低中所得国では全体的
にデータが不足しており、妊娠している女性や母親
になったばかりの女性に対するヘルスケアサービ
スが不十分になっている。データの不足によって、
母体の健康維持に必要なことが理解されづらくなっ
ており、妊娠や出産のリスクを増大させ、優先すべ
き介入や政策の判断もつかなくなっている。WHO
によれば、2020 年において、毎日約 800 人の女
性が本来予防可能な妊娠と出産に関連する原因で
死亡しており（2 分に 1 人が死亡）、大半は低中所
得国で発生している 42。 
 
 
 
 
 
 

医療介入の有効性の評価に関する
ギャップ

臨床評価における格差の例として、米国の臨床試験
が挙げられる。食品医薬品局（FDA）は 1993 年以降、
医薬品の臨床評価においてジェンダーの差に関する
調査を義務付けており 43、2000 年から 2022 年にか
けてがんに関する臨床試験への女性被験者の参加
率が上昇した 44。しかし、臨床試験への女性参加率
と疾病負荷における女性の割合を比べると、膀胱が
ん、頭頸部がん、胃がん、食道がんの外科治療に
関する臨床試験への女性参加率は実際の疾病負荷
の割合よりも低いままである 45。神経疾患等の一部
疾患における女性の疾病負荷の割合はさらに大きい
が、こうした割合は臨床試験の参加率には反映され
ていない。さらに、人種や民族性の異なる女性（と
男性）の代表性を担保することへの取り組みは未だ
十分とは言えない。  

ケーススタディ：新型コロナウイルスワクチンの開発B O X  3 :

 新型コロナウイルスワクチンの開発をかけた競争
では、膨大な数の実験と観察、両方の治験が必要
であった。女性の臨床試験への参加率は男性と同
等もしくはそれ以上であったが、性別ごとの結果
に関する報告は少なかった。ある分析によれば、
新型コロナウイルス感染症に関する 41 本の研究
論文において、35 本の研究で安全性に関するデー

タが示されていたものの、性別やジェンダー別に
データが提示されていたのはそのうち 12 本しか
なかった 46。また、同研究に携わった 2,500 人の
治験責任医師のうち、性別ごとのデータ分析を事
前に計画していた医師は 5% 未満であり 47、副作
用や性差が公表された場合に有害事象がより多く
見られたのは女性患者だった 48。 

結果における性差の考慮
今日、参加者数を性別ごとに報告している臨床試験
はわずか 5% 程度である 49。一般的には、大規模
かつ細分化されていないグループから得られた平
均的な結果は、一部の人に対する影響を正しく示さ
ない可能性があるものの、分かりやすく価値を示す
ものとして認識されている。

被験者を細かく分類した結果を提示するには、多く
の場合、大規模かつ長期的な臨床試験を実施する
必要があり、その結果コストが大きくなり、市場投
入までの時間も長期化する。しかし、そうした臨床
研究はより多くの患者に使用され、より効果のある
医学的介入手法を導き出すことができる。さらに、
支払者（政府、保険者、患者）や規制機関が、異
なる特徴を有する対象者別の効果のエビデンスを
強く求めれば、多様な層を反映した臨床試験への
投資意欲は増すと思われる。

白血病や髄膜炎のような疾患は男女が等しく罹患す
ると考えられているが、潜在的な差異を解明する研
究は不足している。臨床結果を設計・報告する上で、
どのような体系的・予見的なアプローチであれば、
性差やジェンダーによる差を考慮できるかを模索す
ることも検討すべきだろう。

性別やジェンダーに特化したデータ分析の出発点と
して、メタアナリシス（複数の研究結果を組み合わ
せて、有効性に関する結果を導く手法）がある。メ
タアナリシスを用いれば、サンプル数を増加させる
ことなく性別ごとの有効性を分析できる 50。他の研
究では、女性が治験責任医師となると、女性の被
験者登録増加につながることが分かった 51。女性の
健康に関するデータ格差に対処するには、性別や
ジェンダー別のデータ確保も含めて、様々な領域に
おける協調的な取り組みが必要となる 52。 



性別やジェンダーに応じ
た医療提供体制の確立 

3
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性別特有のニーズを反映した 
ケアの提供が求められる
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複数の研究が、女性は男性よりも医療サービスを頻
繁に利用することを示している 53。しかし、男女によ
るニーズの差や病気の有病率の差を加味すると、実
は「差分」はあまりないということが見えてきた 54。
同じ病状であっても、女性は男性と同じエビデンス
に基づくケアを受けることができない場合もあるの
だ 55。こうしたケアの遅れは、医療制度に不必要な
コストをかけるだけでなく、患者本人や家族にもス
トレス・金銭的負荷をかけることになる。 

不平等はケアジャーニー全体に存在
ここでいう「ケアジャーニー」とは、健康に関する
課題を認知したときから、医療サービスや予防医療
へのアクセス、適切なタイミングかつ正確な診断、
効果的な治療とフォローアップに至る一連の流れを
指す。 

認知と予防
月経教育を含む保健教育は、女性が自分の身体に
ついて学ぶのに最も効果的な方法の一つである 56。
国によって保健教育のやり方や内容に大小あるもの
の、総じて世界中の生理痛、子宮内膜症、多嚢胞
性卵巣症候群、子宮筋腫などの疾患に対して、そも
そも健康な状態はどのようなものなのか、またいつ
医師にかかるべきなのか等の知識が不足している 57。 
適切な保健教育は、学校への出席率を向上させる
だけでなく、症状を軽減する効果的な管理方法を
学ぶことで将来の不妊に関する潜在的なリスクを低
減するなど、健康保険の仕組みでは解決することの
できない課題の解決につながるのだ 58。

健康度を高めるには予防と健康増進のための啓蒙
活動も重要だ。例えば、ヒトパピローマウイルス

（HPV）ワクチンは、若いときに接種されれば、子
宮頸がんの発症を約 90% 低減することが示されて
いる 59。2020 年に WHO は「90-70-90」目標を立
ち上げ、HPV ワクチンを接種する若年女性を 90％
に、HPV のスクリーニング検査を 35 歳までに受け
さらに 45 歳までに再度検査を受ける女性を 70%
に、前がんおよび浸潤がんに罹患した女性のうち
90% へ、治療および適切な管理を提供することを
目指している。しかしながら、WHO によると達成度
は国によって大きく異なり、現在のワクチン導入率
は高所得国（HIC）が 85% であるのに対し、低所
得国 （LIC）は 25% 未満、低中所得国（LMIC）は
30% 未満に留まっている 60。子宮頸がんのスクリー
ニング検査を受けている女性は世界全体で 36% ほ
どであるが、内訳は HIC が 84%、LMIC と LIC が
20% となっている 61。

正しい理解が重要なのは患者だけではない。多く
の医師は疾患が女性に与える影響や女性がその疾
患によって呈する症状がどのように男性と異なるか
を理解しておらず、多くの患者に適切なケアを提供
できないでいるからである。

医療ケアへの手の届きやすさ
必要な医療ケアに対するアクセス・支払い能力は女
性にとって大きな障壁の一つと言える。例えば、歴
史的に女性のための医療支出と保険料は男性より
も高くなっている。スイスでは、女性の医療費は男
性より高いと考えられているため、医療保険の掛金
も高く設定されている。平均的にスイスの女性は
病院費用を補填する保険に 12% 以上高い金額を支
払っており、特定の年齢層ではそうした格差はさら
に大きい。31 歳の女性は同年齢の男性より平均で
37% 多く保険料を支払っている 62。同様に、インド
の民間保険会社は性別に基づいて掛金を設定して
おり、女性の費用は男性より高くなっている 63。他
にも、マッキンゼーが米国の医療費の自己負担割
合について分析した結果、米国人女性は米国人男
性と比べて自己負担額が平均で年間 135ドル高いこ
とが分かっている。そのうちの 55 ドルは、主に女
性が罹患する疾患において自己負担割合が高いこと
に起因する。

支払い能力には、ヘルスケアサービスだけでな
く、衛生用品などの購入も含まれる。世界の約 5
億人の人が衛生用品や衛生設備にアクセスでき
ないでいるのだ 64。多面的教育プログラムである
HERproject が実施した調査によれば、バングラデ
シュの紡績工場では働く女性の 73% が 1 カ月当た
り平均 6 日欠勤していたことが分かった 65。こうし
た欠勤はビジネスだけではなく、働けない分支払
いを受けられない女性の生計にもマイナスの影響
を及ぼす。そういった中、HERproject が月経パッド
の提供や業務に応じたその他の介入（例：月経に
関する情報を共有することでスティグマを軽減する）
を実施したところ、欠勤率が 3% にまで低下した 66。

家族を作るという意味でも支払い能力が課題になっ
てくる。性交渉のある妊娠可能年齢の女性は、避
妊に必要な費用も考慮しなければならないが、そ
の多くは保険でカバーされない。「世界避妊政策ア
トラス」（2023 年版）によると、開発途上地域には
妊娠を望まないにもかかわらず、アクセスやサポー
トの不足などのために安全で効果的な家族計画を
実践できていない女性が約 2 億 5,700 万人に上る
と推計されている 67。女性の場合、避妊できなけ
れば性感染症や望まない妊娠の可能性もありうる。
その結果、長期的に失職やキャリアの後退を経験
し、自身や家族を支える能力が低下することで、 

「家族の機能不全」の度合いが高まる可能性がある
のだ 68。

これらに対して、実際に、米国の「医療保険制度
改革法（Affordable Care Act）」や英国の女性向け
ヘルスハブなど、ヘルスケアシステムと個人の両者
のコストを軽減しつつ、女性の医療ケアへのアクセ
スや支払い能力を向上させる支援を提供する代替
モデルや制度が存在する 69。つまりこの格差は、克
服不可能ではないのだ。 
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適切なタイミングでの診断
先に説明した男性を前提としたケアモデルでは、女
性のケアの遅れを招き、質の低いケアが提供される
可能性がある。また、女性は心疾患の誤診を受け
る、心臓発作の処置後に十分な配慮なしに退院を
強いられるなどの確率が男性より 7 倍高い 70。女性
の心臓発作を検知するために、より感度の高いバ
イオマーカーが特定され 71、健康面のアウトカムへ
の効果を検証する研究が現在進められている。この
ような男女間の違いを正しく研究活動や臨床現場に
おいて反映させるには医学学習カリキュラムや、臨
床研修やフェローシップのトレーニングなどもアップ
デートする必要がある。

母体ケアに関しては、高リスク地域において未治療
の結核による死亡率が最大 40% に達する可能性が
ある 72。このような地域では、女性は社会的通念の
影響のために治療を受ける割合が低くなる可能性
が高い。こうした状況に対して考えられる解決策の
一つは、妊婦の出産前ケアに結核スクリーニングを
組み入れることである。この戦略はパキスタンで検
証され、実行可能性と有効性が立証された 73。

治療の選択
性別やジェンダーを問わず、疾患に対しては正確な
診断を行い、エビデンスに基づき最も効果的な治
療の提供がされるべきであることは疑いようがない。
しかし一般的な疾患でさえ、性別やジェンダーがケ
アの内容に影響を及ぼすことがある。

例えば、女性の心臓病患者は再発リスクを軽減する
ための二次予防が施される割合が低い。このことで

（その他のリスク因子と相まって）女性が重篤な心臓 
発作で死亡する確率が 2 倍高まっている 74。

急性の心機能関連の発作・障害後のアウトカムは、
性別やジェンダー別に最適化されたガイドラインで
規定された管理手順を通じて改善できる可能性が
ある。これは入院時に始まり、治療を経て退院まで
の一連のプロセスを対象としたものである。ある医
療機関では、救急科のカテーテル室の利用開始、
ST 上昇型心筋梗塞（STEMI）の安全引継ぎチェッ
クリスト、即時利用可能なカテーテル室への搬送、
経皮的冠動脈形成術への橈骨動脈アプローチなど
を含む手順の全体を標準化することで、男女間のア
ウトカムの格差を低減した 75。また、ガイドライン
に基づく薬物療法の退院チェックリストを活用する
と、男女両方の心不全患者の死亡率が 65% 低減し
たことが示された 76。

ジェンダー間の平等を達成するには多大な投資が
必要となるが、一方で大きな効果と限りある予算で
の実現性を両立させた解決策も存在する。例えば
ユニセフのコートジボワールオフィスは、母体出血
を治療するために子宮腔内バルーンタンポンの廉
価版を開発。カテーテルとコンドームで作成した同
製品は 95% の成功率を誇り、同国全土に展開され
た 77。 
 
 

インターセクショナリティ（交差性）と健康のアウトカムB O X  4 : 

本レポートでは、性別やジェンダーが個人の医療
機会やヘルスサービスの経験にどう影響するかを
探求している。これらの差異はいずれも、人種、
民族性、社会経済的状況、障害、年齢、性的指
向といった様々な要因による差別や不利益が重な
ることによって、さらに深刻化することが少なくな
い。そのことが母体の健康に及ぼす影響は極め
て明瞭である（図 8）。米国では、ネイティブアメ
リカンと黒人の女性が妊娠関連の原因によって死
亡する確率が白人の女性より 2 ～ 3 倍高い。家
族全員が黒人の場合も同様であり、所得レベル
の差異を補正してもその結果は変わらない 78。 

インドでは、上層カーストの女性は下層カース
トの女性と比べて、妊婦検診を受ける割合が 3
倍、トレーニングを受けた助産師にかかる割合
が 5 倍高い 79。英国で実施された調査では、民
族的マイノリティに属する女性は分娩後異常出
血（PPH）のリスクが高いことが示されている 80。
世界全体で見ると、妊娠関連の死亡の 94% がリ
ソース不足の環境で発生しており、地域別では
86% がサハラ以南のアフリカと東南アジアで発生
している 81。 

7倍
女性は、 
心疾患の誤診や、 
心臓発作の処置後に
十分な配慮なしに 
退院を強いられる 
確率が7倍高い。



米国の各民族における妊産婦の死亡状況（出生数10万当たりの母体死亡数）

出典： James, A.H., Federspiel, J.J. and Ahmadzia, H.K., "Disparities in Obstetrics Hemorrhage Outcomes"; US Centers for Disease Control and Prevention,
"Racial/Ethnic Disparities in Pregnancy‐Related Deaths ‒ United  States, 2007‒2016"
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米国の妊産婦死亡における民族格差図  8 : 

ケア格差を克服するための解決策
女性が直面する健康格差の 34% は、治療提供に
おける格差で生じている（図 1）。性別やジェンダー
に適したケアの提供を通じて、世界全体の女性の
健康負荷を年間 2,500 万 DALY、女性一人当たり
換算で年間 2.5 日削減するにはどうしたらよいのだ
ろうか。

グローバル公衆衛生プログラムの中には、性別や
ジェンダーの観点を取り入れた事例が急速に増え
てきている。例えば、性別やジェンダーが健康関
連のアウトカムに与える影響（健康関連のスティグ
マ、医療サービスへのアクセスの障壁、様々な健
康リスクに対する脆弱性など）の調査などである。

「ストップ結核パートナーシップ」というプログラ
ムでは、各ジェンダーに対応する結核治療プログ
ラム 82 と関連する投資パッケージを開発 83。 この
アプローチの柱の一つが、性別ごとのデータの収集・
分析・活用を定着させ、モニタリングと評価に
性別やジェンダーの観点を組み込むことであった。

利用できる診断ツールの改善は、患者にとって大
きな進歩だ。もっとも、革新的なツールなどがな
くても、スクリーニング検査とデータ収集の一貫性
を高め、標準化することによって、ケアの改善や
診断における格差を解消することができる。より迅
速な診断や、より包括的で患者中心の治療は、疾
患や症状の管理を改善し、不十分な管理によって
もたらされる病状の進行や結果として生じる合併
症を予防、不要な治療を減らすことが可能である。

支払い能力やアクセスの観点では、「価値に基づく
治療」（value-based care, VBC）のようなアプロー
チを取ることによって、医療費の上昇を防ぐと同時
に、患者と保険者に恩恵をもたらすことができる

可能性がある。

VBC の目的は医療費の額とアウトカムの質をリンク
させることであり、医療機関のインセンティブを治
療件数から適切な治療の提供へとシフトさせてい
る。これらのモデルは、予防と質の高いの重要性
を示すことで、ケアの質を向上し、医療費の削減
を図るものである 84。

米国の VBC モデルにはアカウンタブル・ケア・オー
ガニゼーション（ACO）や、メディケアの取り組み
で運営されている医療機関の自発的ネットワーク
などが存在する。そのうちメディケア・シェアード・
セイビング・プログラム（MSSP）では 2020 年に
正味削減額 19 億ドルをメディケアにもたらした 85。
米国以外では、欧州病院アライアンスの 9 つの病
院も全患者の医療費とアウトカムを測定することや
ケアサイクル全体での支払制度を含む新たな構想
を提示している 86。価値に基づく支払いモデルは
医療コストを削減することと患者のアウトカムの質
を改善することの両立を目的としている。例えば女
性が子宮内膜症の診断前にいくつもの検査や受診
のために多くの時間を割いているが、この新たな
ケアモデルではより迅速な診断、ヘルスケアシス
テムや支払者のコスト削減、最終的にはアウトカ
ムの改善に向けた包括的かつ患者中心のアプロー
チを提供することが可能である。

世界的には AI、バイアスのないデータセット、相
互運用可能な電子記録の活用が、格差のないケア
提供を強化するための潜在的な解決策として挙げ
られる。最終的にはイノベーション、投資、事業
の拡充を組み合わせることで、女性向けに、より
適切なケアを提供できるのではないか。 



「女性の健康」領域への
投資の促進

4
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女性ケアの提供を改善するためには 
生物学理解のためさらなる投資が必要



現在パイプライン上にあるイノベーションと対象疾患が引き起こす障害の苦悩の程度1  

障害により女性が受ける苦悩 （%）

現在、パイプライン上にある新薬候補数（第Ⅲ相への登録前） 女性の罹患状況が異なる
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1. 疾患に起因する症状に悩む方の割合（%）：R2 =14%、p < 0.005。
注： 67の疾患を対象とした新薬候補数（以前に他の疾患用に承認された新薬候補を含む）と、「世界の疾病負荷研究（GBD）」のデータセットを基にした損失生存年数

（YLL）と障害生存年数（YLD）の合計をマッピングした。

出典： Pharmaprojects（2023年5月）; University of Washington's Institute for Health Metrics and Evaluation, “Global Burden of Disease Study 2019”
（使用許可取得済み）
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「女性の健康」に関する研究に対しては、歴史的に
パブリックセクター、社会、企業のいずれからも積
極的に投資が行われてこなかった。

この健康格差を解消するには、性別による差異を理
解するだけでなく、女性の健康におけるアンメット
ニーズに対処するための投資の拡大が必要である。
さらに言えば、投資を促進させ、新たなビジネスモ
デルを生み出すことで、女性に限らず性別やジェン
ダー別に適切なケアを実現することにつながるだろう。

研究費政策から見直す余地がある
このような現状を変えるためのアプローチの一つ
は、実際の人々のニーズに基づいて政策を見直す
ことである。公的資金は今なお科学的研究の主要
な資金源の一つであり、米国ではライフサイエンス
の基礎研究と応用研究の最大 45% が連邦およびそ
の他公的な資金源によるものである 87。ライフサイ
エンス企業が開発ステージの後半に到達するため
に、このような基礎・応用研究の結果を活用してい
ることを考えると、公的資金の使途となる研究の重
要性が分かるだろう 88。 国別の女性の健康への投
資関連のデータは少ないが、例えば米国の国立衛
生研究所（NIH）は女性の健康に特化した研究に
予算の 11% を割り当てている。心臓発作が発症し
た翌年の死亡率は女性の方が 50% 高いにもかかわ
らず、NIH が冠動脈疾患に配分した予算のうち、女
性に特化した研究への支援は 4.5% に過ぎない 89。
またカナダと英国では、2009 年から 2020 年の間に
実施した助成のうち、女性特有のアウトカムや健康
に関する研究への支援は 5.9% に過ぎなかった 90。

別の例を挙げると、例えば 2015 年に実施された
科学的調査数において、勃起障害に関するものが
PMS に関するものよりも 5 倍多かった 91。治験では
同じ薬に含まれるシルデナフィルクエン酸塩が生理
痛を和らげることが示されたが、研究は資金不足の
ために中断された 92。これらの例が示唆するのは、
特定の研究の資金不足が女性の健康格差を発生さ
せ、拡大を助長していることである。今後は疾病負
荷やアンメットニーズの現状を踏まえた上で、適切
に予算を配分することが必要だろう。

政府や非営利組織が、多様な人々のニーズを理解
した上で資金配分や政策を検討すれば、健康の公
平性を高め、社会にベネフィットをもたらすことが
できる。医学研究を含め、社会経済的に最大のリ
ターンを生み出す投資領域を検討することが必要で
あろう。例えば、Women’ s Health Access Matters
による「3not30 キャンペーン」では、今後 3 年間
で男女間の違いに着目した研究への投資を加速さ
せ、女性の健康に関する研究を増加させることを目
指している 93。

女性の健康にはまだ十分に研究されてない領域が
多く残されている。現在、世界におけるライフサイ
エンスの研究開発は主として、苦痛や障害を生み出
す、つまり障害生存年数（DALY）の大きい疾患よ
りも、損失生存年数（YLL）の大きな致死性の高い
疾患を重視している。このことが女性にとって大い
に不都合であるのは、寿命（YLL）よりも生活の質（障
害生存年数：YLD）への影響が大きい疾患（関節
リウマチ、子宮内膜症、子宮筋腫、糖尿病）に罹
患する確率が女性の方が高いからである。

図  9 : 現在パイプライン上にあるイノベーションの比較



上位4つの治療分野との比較による世界全体の年間支出別による子宮内膜症および更年期障害関連の市場ポテンシャル（十億ドル）

1. 対象となり得る患者群を決定するにあたっては、1億9,000万人の女性の有病率、既存のアンメットニーズ、子宮内膜症治療用の避妊薬や他の医薬品を使用してい
る女性の割合に基づく子宮内膜症治療の市場ポテンシャルの推計を考慮した。さらに、外科的処置や体外受精の最中である子宮内膜 症患者の割合を考慮して、収
益の三点分析を行った。2. 2027年の予測支出に基づく世界の支出、IQVIA。3. 対象となり得る患者群を決定するにあたっては、4億5,000万人以上の女性の有病率、既
存のアンメットニーズ、更年期症状治療用のHRTや他の医薬品を使用している女性の割合に基づく更年期の市場ポテンシャルの推計を考慮した。

Source: Prevalence from WHO; Mecha, E.O., “Endometriosis among African Woman”; amount for women on treatment from Reproductive Fertility; Ellis, K., 
Munro, D. and Clarke, J., “Endometriosis is Undervalued: A Call to Action”; unmet need from The World Bank; prices of treatments from International Journal 
of Environmental Research and Public Health (doi: 10.3390/ijerph17134683)、その他の記事検索、IQVIAによるグローバル支出
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例えば、子宮内膜症のために中等度の腹痛と原
発性不妊症を抱えている人の障害の重み付けは
0.121 であり、中等度の関節リウマチ（RA）の場合、
0.3017 となる。これは、子宮内膜症を抱えながら
の 8.3 年間と、RA を抱えながらの 3.2 年間は 1 年
の寿命と同等であるということを示している。

また、子宮内膜症や子宮筋腫（最大で女性の 68%
が罹患する 94）などの婦人科疾患を対象としたパイ
プライン上の新薬候補は 26 件に留まっているのに
対し、罹患した際に疾患に起因する症状が比較的
軽い疾患であっても、より新薬候補の数が多い疾
患が存在する（図 9）。

性別特有の疾患に対処することが大きな利益を生
むことがある。例えば、1995 年時点で約 1 億 5,200
万人の男性が勃起障害を抱えていたと推計される
が、1998 年に米国市場で治療薬としてバイアグラ
の販売が開始されると、当初 3 カ月以内に総売上
高 4 億ドルを生み出した 95。さらに、2012 年に
は世界の売上げが過去最高の 21 億ドルを記録
した 96。子宮内膜症や更年期障害といった類似の
有病率の高い疾患に関するアンメットニーズを考え
ると、このような疾患に対する革新的な治療には 
非常に大きなポテンシャルがあると言えるだろう

（BOX 5）。 

B O X  5 :

世界全体で 1 億 9,000 万人の女性が子宮内膜症
に苦しんでいる 97。現時点では完治させる方法が
なく、処置の中心は対症療法である。有病率と高
いアンメットニーズに基づいて推計される子宮内
膜症治療の市場の潜在的な大きさは、現在治療
中の子宮内膜症患者の割合から見て 1,800 億～
2,200 億ドルと推計される（図 10）。より迅速な診
断と早期の治療へのアクセス等、この領域での
イノベーションは市場を拡大させることになるだ
ろう。

 更年期障害も世界的にアンメットニーズが高い分
野である。人口の年齢構成と症状を有する人の割
合から推計すると、世界全体で約 4 億 5,000 万人
以上の女性が更年期または閉経期に関連する症状
を抱えている（図 10）98。 有病率、更年期が女
性の人生に及ぼす影響、高いアンメットニーズ、
現在治療中の女性の割合に基づき試算すると、医
薬品の市場の潜在的な大きさは世界全体で 1,200
億～ 2,300 億ドルと推計される 99。

更年期障害および子宮内膜症に関連する世界全体の市場ポテンシャルの推計図  1 0 : 

子宮内膜症および更年期市場のポテンシャル
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性別やジェンダー特有の疾患を対象とした治療には
莫大なポテンシャルがある。例えば、乳がん関連の
研究開発に多大な関心が寄せられており（パイプラ
イン上の新薬候補が 646 件存在）、2022 年におけ
る乳がん治療薬の売上高は 180 億ドルに上った（対
して 2022 年における前立腺がん治療関連の売上高
は 110 億ドル）100。特に低中所得国（LMIC）にお
いては乳がんの罹患率（62%）よりも死亡率（72%）
が高く、乳がんのアウトカムを改善できる余地があ
る 101。加えて、子宮内膜症、子宮筋腫、更年期障
害は、世界的にアンメットニーズと経済的ポテンシャ
ルが高い疾患と言えるだろう。 

プライベートエクイティやベンチャー
キャピタルの投資家たちは、デジタル
を活用した女性の健康増進に着目し、
投資を増加させている

女性の健康に関する様々な機会がより顕在化し、ヘ
ルスケア市場の変革に乗り出すフェムテック （女性
の健康という課題に対処するテクノロジー）のスター
トアップが増加している。また、プライベートエクイ
ティやベンチャーキャピタルによる女性の健康領域
への投資が急速に成長し始めている 102。フェムテッ
ク分野の中でも特に、母体健康のサポート、月経用
品、婦人科用機器、妊孕性（（にんようせい）関連
のソリューションに関わる領域が注目されている 103。

過去 4 年間では、男性の性的健康や健康全般に注
力したスタートアップが高額な資金調達を受けてき
た。マッキンゼーの分析によれば、男性の抱える
健康面の懸念のうち勃起障害に取り組んだ 11 のス
タートアップが 2019 ～ 2023 年に 12 億 4,000 万ド
ルの投資を受けたのに対し、子宮内膜症に取り組
んだ 8 つのスタートアップが受けた投資額は 4,400
万ドルであった。また、子宮内膜症に取り組んだ企
業と比べて、勃起障害に取り組んだ企業は資金調
達額が 6 倍高かった。しかし、投資家たちは子宮
内膜症への投資に注目し始めており、過去 4 年間
に女性の健康に新たに参入した企業は 22 億ドルの
資金を調達している。調達額上位の企業のうち約
60% は女性の健康のみに特化しており、特に女性
や母体・新生児の健康の中でも子宮内膜症、妊孕
性に注力している 104。

健康領域において近年注目を集めているデジタル
ヘルスも、健康の公平性を改善するポテンシャルが
ある 105。デジタルヘルスケア分野では、フェムテッ
ク企業が投資全体のうちの 3% を占めている 106。

アンメットニーズやそこから創出され得る機会を考
えれば、女性の健康への投資に躊躇する企業は、
これらの市場の可能性に注目するプレーヤーたちの
後塵を拝することになるだろう。



健康格差解消による世界
経済拡大の可能性 
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データが示す 
2040年までに毎年1兆ドル増加する可能性



GDPベース、2040年（兆ドル）

年間成長率
（2020～2040年）

1. 入手可能なデータが限られているため、下限は1兆ドルとなる可能性が高い。2. 高齢者（高所得国、高中所得国のみ）、非正規介護者（OECDのみ）、
障害者（世界全体）への影響を含む。

出典： University of Washington’s Institute for Health Metrics and Evaluation（使用許可取得済み）、Oxford Economics; ILOSTAT; OECD; Eurostat; National 
Transfer Accounts project; McKinsey Global Institute analysis 
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健康格差は女性の QOL のみならず、経済活動への
参加や生計を賄う能力にも影響する。健康は経済
生産性や経済的な豊かさ、経済活動への貢献と複
雑に結びついている。過去 70 年間の経済成長は、
女性の労働参加率の向上と密接な関係にあり、健
康格差が経済的効果を喪失させる原因であることは
疑いようがない。

女性が抱える健康負荷に対処することで、 2040 年ま
でに世界経済を少なくとも 1 兆ドル押し上げられる
可能性がある。これは女性一人が生み出す GDP に
換算すると平均 1.7% の増加に相当する。

女性の経済活動への参加はこれまで
の経済成長のドライバーの一つであ
り、今後もそうであり続ける

女性の社会参加が拡大すると、経済と GDP が成長
する 107。1950 年代以降、正式な経済活動に参加す
る女性の数が増えたことで、経済成長と賃金上昇が
後押しされた 108。また 2023 年に世界各地の女性に
対して、賃金労働、家族の世話、または両方のい
ずれを選ぶかを尋ねた調査では、70% の回答者が
賃金労働を選択した 109。 健康格差を解消できれば、
2040 年までに 1 億 3,700 万人の女性がフルタイム
のポジションで働くことと同等の効果を創出できる。
それにより女性は自身・家族を養うための収入を確
保でき、貧困から抜け出すことができる。またその
恩恵は女性個人に留まらず、女性の経済参加と生産
性の向上によりグローバル経済に直接的なインパク
トを与えるだろう。

 慢性疾患は欠勤と深く結びついている 110。不健康
な状態は、就業していても個人が能力を十分に発揮
できず生産性が低下する「プレゼンティーズム」の
状態を生じさせる。また、家族への介護の義務や障
害も女性の経済活動への参加を妨げる要因である。 

多くの場合、健康度が上がれば仕
事の効率性も上がる

本レポートで説明する健康格差は、すべての年齢
層に影響するものであるが、健康格差による負荷の
約 50% は生産年齢層の女性に影響を及ぼす。また、
女性が罹患する疾患が減れば、GDP が 1.7% 増加
する可能性がある。参考までに、世界銀行によれ
ば、現状維持シナリオの場合、年間 GDP 成長率は
2023 年に 2.7%、2024 年に 2.9%、2025 年に 3.4%
となる 111。

GDP に影響を及ぼす要因を見ると、罹患する疾患
を減らすことだけでも最大約 4,000 億ドルの効果が
得られ、2,400 万年もの障害生存年数（YLD）を減
らすことができる。社会参加の拡大と生産性の向上
によって、GDP 全体を 20% 以上増加することがで
きるのだ。

グローバルにおける、女性の健康格差解消がもたらす経済的効果図  1 1 : 



上位10疾患の健康格差解消がもたらすGDP増額（十億ドル）

GDPへの影響が最も大きい疾患要因

実際の疾病負荷を鑑み
試算すると、

更年期障害に対処することで
約1,200億ドルの効果の創出

が見込まれる。これは、
上位2疾患に匹敵する

インパクトである

月経前症候群（PMS） 115

うつ病 100

片頭痛 80

その他の婦人科疾患 69

不安障害 47

虚血性心疾患 43

変形性関節炎 35

喘息 24

薬物使用障害 20

卵巣がん 17

注： 推計に基づき、45～55歳の女性の人数（閉経前後の女性を除く）に症例の割合（92%）を乗じた。

出典： Endometriosis prevalence from WHO; prevalence base for GDP impact calculation from IHME GBD (2019)

早期死亡の減少 罹患者の減少 生産性の向上
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上位 10 疾患のみで、期待される 
経済効果の 50% 以上を占める 

世界全体で見ると、PMS、うつ病、片頭痛等の
10 疾患に対処することで、期待される経済効果のうち 
50% 以上を占めるインパクトを創出できる（図 12）。
この結果は、世界全体で優先的に対応すべき疾患
を示唆している。例えば、PMS に対処すると、1,150 億
ドル相当の経済効果が見込まれる。PMS は「生活
の一部」だと諦めるものではなく、対処できるもの 
である。2020 年の調査では、カルシウムのサプリ
メントを飲んだ女性は、プラシーボを摂取したグルー
プと比べて不安やむくみ等の症状が軽減された 112。
また、イランにおける研究によれば、教育と対処療
法が提供された介入群では症状の重症度と発生頻
度が著しく低下した 113。

PMS に対処できれば、女性はより QOL の高い生活
を送ることができ、さらにより積極的に働けるという
自信をもつことができるだろう。

疾病負荷と医療体制のあり方の違いによって、経済
効果の大きさは国ごとに異なる。障害調整生存年数

（DALY）への影響ではなく経済効果を検討する場
合、経済への貢献が大きい生産年齢層が罹患する
疾患に着目することになる。例えば、虚血性心疾患
等は罹患者数は多いが、一般的には退職年齢後に
罹患・死亡するため、このような疾患に対処するこ
とで得られる経済効果は限定的である。

また上位 10 疾患に含まれない疾患であっても、上
位 10 疾患の原因となり得る。例えば、不妊症は深
刻な不安やうつ症状、その他の心理的苦悩を生じ
させる場合がある 114。

上位 10 疾患の GDP への影響図  1 2 : 

社会経済的要因とヘルスケアに関する要因も考慮す
る必要があるが、一般に健康状態の悪化は女性の
経済的ポテンシャルと深く関係する （図 13）。各地
域において GDP 増加への寄与度が高い上位 2 疾
患は、グローバルにおいて GDP 増加への寄与度が

高い上位 4 疾患（PMS、うつ病、片頭痛、その他
婦人科疾患）と共通している。一方、上位 10 疾患
やそれ以外の疾患については、地域差がある。



要因・地域別の健康格差解消による女性一人当たりGDPの増加率
健康格差解消による女性一人当たりGDPの増加率（%）

1. 月経前症候群。2. その他の婦人科疾患。

出典： マッキンゼーによる分析
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各地域における、女性一人当たり GDP への影響と GDP に影響をもたらす上位 2 疾患図  1 3 : 

図  1 4 : 

4 つの要因を通じて、女性の GDP に対するインパ
クトが大きいのは高所得国と高中所得国である

（図 14）。低所得国の場合、影響の大部分は早期

死亡の減少と罹患者の減少に起因する。低中所得
国と低所得国の場合、GDP への影響は全般的に小
さい。 

所得水準の異なる国別で見た各要因別 GDP 効果



更年期障害と子宮内膜症への対処がもたらすGDP増額（十億ドル）

出典： マッキンゼーによる分析
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子宮内膜症と更年期障害は、女性の就労能力と所得能力に大きな影響を及ぼしているB O X  6 :

子宮内膜症と更年期障害は、QOL を低下させるだ
けでなく、就労能力や所得能力にも大きな影響を
及ぼしている。更年期障害を経験した女性のうち
約 80% が生活に支障があったと述べており、3 分
の 1 が気持ちの落ち込みを経験している 115。また、
更年期障害は早期退職とも結びついている 116。

同様に、子宮内膜症も生産性の低下やアブセン
ティーズム（健康上の課題による欠勤や休職）と
結びついている 117 が、これら 2 疾患の有病率と
疾病負荷は過小評価されているといえる。今回の
分析では両疾患に関する実際の経済効果を分析し
た。複数の研究によると、女性の最大 90% が閉

経前後の期間に更年期障害を抱えていることが分
かった 118。したがって、世界全体で見ると4 億 5,000
万人以上の女性が更年期障害を経験していると想
定されるが、IHME データベースでは患者は 3,500
万人のみとされており、過小評価されている。子
宮内膜症の患者数についても、IHME は 2,400 万
人としているが、WHO は 1 億 9,000 万人と推定し
ている 119。これらの現状を踏まえて調整した数値
に基づき推計すれば、これら 2 疾患に対する治療
の有効性・利用率・アクセスが改善されるだけで
も世界経済を 2040 年までに 1,300 億ドル押し上
げられる可能性がある。 

子宮内膜症と更年期障害に対処するだけでも、2040 年までに世界全体で約 1,300 億ドルの 
GDP 増加が見込まれる

図  1 5 : 

女性の健康への投資はプラスの 
投資利益率（ROI）をもたらし 
1 ドルの投資につき 3 ドルの 
経済成長が予測される
女性の健康への投資は、QOL の改善のみならず、
労働への積極的な参加の促進や生計の支援にもつ
ながる。女性の経済参加の拡大や生産性の向上か
ら生み出される潜在的価値は投資コストを上回り、
グローバルに見ると 1 ドルの投資につき 3 ドルの
経済的価値を創出できる。この推計は健康格差解
消に必要な介入の正味年間コストをもとに算出して
おり、各状況で費用対効果に優れていると思われる
すべての関連する介入を考慮している 120。ここから、
これらの介入に必要なコストおよび介入によって創
出し得る経済効果を比較した。

その結果、期待できる経済効果は所得の高い状況
で最も高くなり、1 ドルの投資につき約 3.5 ドルの
リターンとなった。一部の低所得国では、質の高い
医療サービスを安価に提供するための医療インフ
ラの整備や女性に適した経済的機会の創出に向け
て、より多くの投資が必要になると想定される。し
かし、そうした状況であっても、1 ドルの投資につ
き約 2 ドルのリターンが見込まれることが分かった。

今回の分析では、特定の治療に要する直接のコス
トのみを試算対象とした。長期的な目線で見ると、
女性の生活が改善されることで、家族やコミュニティ
の健康やレジリエンスが高まり、本分析には含まれ
ないリターンも期待できる。
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上記の調査結果は、女性のみならず
社会全体が女性の健康格差解消の
恩恵を得るための検討の出発点と 
なるだろう
世界全体で見ると、健康格差の解消が GDP に与え
る全影響のうちの 50% 以上は、上位 10 疾患による
ものである （図 12）。本調査結果からアンメットニー
ズと改善余地の大きい領域が分かり、意思決定者
の取り組みの優先順位付けにも役立つであろう。 

具体的に大きな効果をもたらす疾患と社会経済的
文脈は地域ごとに異なり、国ごとに影響度合いも
変わる。従って、必要な取り組みとその順序は、地
域の状況に反映して検討する必要がある。

本書を参考にファクトに基づく検討を行うことで、
各国において健康の公平性の実現に向けた一歩を
踏み出すことができるだろう。



健康格差の 
解消策

6
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健康格差の改善と経済成長の促進には 
ステークホルダー全員で策定する 
協力的かつ包括的な戦略が必要
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ここまで述べてきたように、「女性の健康」は、研
究対象とされてこなかっただけでなく、支払い能力
や治療へのアクセスにおいても男性と大きな差分が
ある。こうした格差は、云わば女性の不必要な苦痛
と本来は防ぐことができたはずの経済的損失を生ん
でいる。

しかし、幅広いステークホルダーが協働的に取り組
むことができれば、より平等で健康的な未来を実現
することができるのではないか。特に、(1) 女性に
着目した研究開発への投資、(2) 性別やジェンダー
別のデータ収集と分析の強化、(3) 特定のジェンダー
に特化したケアへのアクセスの強化、(4) 女性の健
康に関するイノベーションへの投資促進、(5) 女性
の健康を支援する事業方針の確立、の 5 つの領域
における取り組みが必要である。

女性特有の病気や、女性に特に影響
を与える病気についての知識とデー
タの不足を補うために、女性中心の
研究に投資することが必要である

健康格差を縮小するには、男性を対象とした研究
と同等の投資を促進し、公平性と多様性が担保さ
れるように投資に関するガイドラインを定めること
が有効である。そもそもヘルスケア・エコシステム
のステークホルダーである科学者、ライフサイエン
ス企業（製薬、バイオテクノロジー、メドテック企
業）、医療機関に対して、これまでの疾病の理解は、
主に男性の身体のみに着目してきたものだと認知し
てもらう必要があるだろう。このような正しい現状
理解は、治療や介入の効果を高め、健康にもたら
すアウトカムを改善する一助になると考えられる。
健康格差の縮小を目指して、ベンチャーキャピタル
が資金援助した例に Repro Grants がある。同基金
は女性を対象とした生殖生物学の理解を深めるこ
とを目的とした研究プロジェクトに最大 10 万ドル
を拠出したのだ。

女性の罹患状況が異なる、または罹患率が高い疾
患の場合、有効な研究を行うためには、臨床研究
の計画段階から、研究を通じて男女差を正しく捉え
る必要がある。また、臨床前研究においてメスの
動物モデルを使用して得た情報を利用することも必
要である。特に臨床試験のデザインに関して、多
様性、公平性、インクルージョンに関するガイドラ
インを予め設定しておくことが有効であろう。ガイ
ドラインにおいて、有病率を男性と女性を区分して
捉えること、バイオマーカーについても性別特有の
閾値を使用すること等を規定し、臨床試験におけ
る患者の代表性を担保することができる。

有病率を正しく反映させながら、臨床研究の対象
患者を選定することは、研究組織の多様性を高め
ることにもつながる。ライフサイエンス企業、学術
機関、教育機関は、女性や有色人種が研究対象と
して代表性を示しているだけでなく、研究、リーダー
シップ、意志決定の役割に積極的に関与しているこ
とを確認する必要がある。例えば、世界全体で女
性は保険業務やソーシャルワークに従事している中
の約 70% を占めているにもかかわらず、上位の役
職に絞って見るとその割合は 25% に過ぎない。

女性の参画が活発化することによるメリットは多岐
にわたる 121。例えば、チーム内のジェンダー的な
多様性とそのチームの成果には関連性がある 122。
1976 年から 2010 年の間に出願された 44 万件以
上の医療特許を分析したある調査によると、女性
が発明した生物医学分野の発明特許が女性の健康
に貢献する割合は、男性の同分野の特許と比べて
最大 35% も高かった。女性の創出した特許は乳が
んや産後子癇など女性特有の疾患や、全身性エリ
テマトーデスなど女性の罹患する可能性が高い疾
患を対象にしたものの比率が高い 123。 

性別、民族性、ジェンダー特有のデータ 
を体系的に収集・分析して、女性の
健康負荷や男性とは異なる介入の効
果がより正確に示されるようにする

子宮内膜症や更年期障害などの有病率は過小評価
されており、投資家とライフサイエンス企業による
これらの疾患に対する市場ポテンシャルの過少評価
につながっている。こうした疾患の有病率を正確に
評価・報告することにより、現状ヘルスケアサービ
スが手薄な疾患の研究や治療に対する国の医療機
関やその他の関係機関からの追加資金の拠出につ
ながるだろう。

今日のテクノロジーを駆使すれば研究開発における
プロセスのすべての段階で、疫学データ以外にも、
性別、人種、ジェンダーに区分したデータの体系的
収集と分析がより簡単に行えるようになる。ライフ
サイエンス企業は、テクノロジーを活用し、プロセ
スの各段階でこうした区分に基づくデータ収集、分
析、報告を強化し、さらには収集したデータと分析
結果に基づき、配合や投与量の調整などを行うこと
で、自社のパイプライン上の製品の安全性と有効性
をより正確に評価することができる。このような取り
組みを行うことで、得られるアウトカムが改善され、
研究開発の成功確率も高まる可能性がある。男女
別データへのシフトをさらに促すために「女性の健
康イノベーション機会マップ」（2023 年）124 では生
物学的変数の一つとして性別を使用するよう提案し
ている。これは、各国の保健省庁や国際的な保健
機関が、調査研究や健康調査において性別やジェ
ンダーによる区分を行うことを定めるガイドライン
を策定・実行することを後押しするものである。

バイオテック、メドテック、フェムテックの企業は、
AI や機械学習のモデルが既存のバイアスを増長す
る、患者のプライバシーを侵害するなどが起こらな
いことを担保する必要がある。堅牢で安全かつ包括
的なデータセットを開発することで、競争が激化す
る市場においても、他の企業から一歩リードするこ
とができるだろう。
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予防から診療に至るまで、ジェンダー
に特化したケアへのアクセスを強化
する

女性は医療機関から男性と同じレベルの質の高い
ケアを受ける権利があるが、それは内容も男性とそ
のまま同じという意味ではない。ケアにおいて性別
やジェンダーの差が反映されるように、医療学習カ
リキュラムや実習のあり方を早急に見直す必要があ
る。医療系学部に加えて、学部卒業者を対象とし
た教育機関での学びの継続、資格の取得の有無で
も、医療従事者が女性の健康格差や性別やジェン
ダーによる差異について最新の情報を取得している
か、トレーニングを受けているかどうかを評価する
ことができる。医療従事者は専門分野にかかわら
ず、各性別に特有の症状を含めた生物学的差異に
関する正確な最新知識を備えていなければならな
い。将来的には医療従事者がそうした知識をしっか
りと身に着けているかを問う設問を資格認定や試験
の際に含めることが必要だろう。

次に、より良いケアのあり方を目指すためには、現
存する内在的な格差を認め、修正しなければなら
ない。ジェンダーや性別に特化したサービスは患者、
医療機関、さらには社会全体に恩恵をもたらす。公
的な医療制度が主導すると同時に、性別ごとのバイ
オマーカーの基準値や退院時のチェックリストを設
定するなど、正しい意思決定やバイアスの最小化の
ための新たなガイドライン・手順を定めることは有
効だろう。同様に、ライフサイエンス企業は、特定
の疾患にかかりやすい特定の集団に最適な処方情
報を医療従事者に提供するために、商品の添付文
書やラベルに性別ごとのエビデンスやアウトカムを
含めることも有効だと考えられる 125。

世界全体の妊婦死亡率を引き下げるために助産婦
のト レーニングとスキルアップに投資することで、
年間約 430 万人の命を救い、妊婦死亡のおよそ 3
分の 2、新生児死亡の 64%、死産の 65% を防ぐこ
とができ、同時に女性の経済的な能力強化にも寄
与することができる 126。

各国政府、教育機関、慈善団体等は、性別特有
の症状に対する認知の向上を促進するべきである。
例えば、新たに子宮内膜症と診断された患者が最
新の治療法にアクセスできるようにするなどである。
ヘルスケア企業、慈善団体、コミュニティの医療従
事者は、子宮内膜症、更年期障害などの疾患やメ
ンタルヘルスに悩む女性に対して対面でのサポート
を実施するなどができる。さらに、女性が受けるヘ
ルスケアの質を高める方法として、より良い教育や
情報源を提供することと新たな診断方法を開発する
といったことが挙げられる。

その他にギャップ解消に有効な 2 つのアクションと
して以下がある。

女性の健康格差を解消するための投資を加速させる
インセンティブを策定する

従来的な資金調達のあり方においては、女性の健
康に対する投資が十分行われてこなかったことを考

えると、新たな資金調達のあり方を検討する必要が
ある。例えば、新型コロナウイルスワクチンの開発
と展開を目的とした事前買取制度（AMC）がイノ
ベーションを加速させた例として考えられる。

女性の健康についての研究と信頼性の高いデータ
は、投資促進の大きな後押しとなるはずだ。ジェン
ダーに基づくヘルスケアに関する領域は、投資家に
とって大きなチャンスである。これらの領域に着目
することで、投資家は資金をよりインパクトの大き
い分野に投資することができ、データ不足を改善し、
より多くの投資とイノベーションを実現することがで
きるのである。

政府は性別やジェンダーに着目した健康に関する研
究やサービスを奨励するための施策を実行すべき
だ。具体的には、資金の提供、税制上の優遇措置
の提供、申請手数料の引き下げ、医薬品承認プロ
セスの迅速化などが考えられる。慈善団体、ドナー、
国際機関は、イノベーションの促進に向けて、国や
地域レベルで助成金を提供し、ジェンダーによる医
療格差が高い地域で能力育成を支援することができ
る。例としては、女性の喫煙率が高い地域での呼
吸器疾患罹患率の低減や、ヘルスケアサービスを
受けに行くための交通手段にアクセスできない脆弱
な女性向けの解決策などを対象にした助成金や報
奨プログラムの創設などが挙げられるだろう。

企業のステークホルダーは、資本を女性の健康格
差に関連する領域に誘導するために、投資にジェン
ダーの視点を取り入れるジェンダーレンズ投資など
の新たな金融商品や投資手段を開発して支援するこ
とができる。政府は女性の健康に投資するエンジェ
ル投資家やベンチャー投資家向けに税制優遇措置
プログラムを創設することで、民間セクターの投資
をさらに促進することができる 127。

このように多様なステークホルダーが協働すること
で、女性の健康への投資を促し、新たな投資のあ
り方を目指すことができるであろう。

女性の健康を支援する事業方針を確立する

先に述べたように、ヘルスケアにおける格差は、ア
ブセンティーズム、プレゼンティーズム、生産性の
低下に起因する経済的損失をもたらす。雇用主は、
職場の規定や福利厚生を通じて女性の健康をどう
支援できるかを検討し、意思決定プロセスへの女
性の関与を高める、女性の健康を支援するための
サポートを提供する、あるいは女性が自分たちの健
康ニーズについてオープンに話せる安全な職場環
境を作り出すなどが可能である。

雇用主は従業員構成をより適切に理解することで、
見込まれる効果がより高い領域に投資することがで
きるだろう （例えば、従業員の中に 45 歳から 55 歳
の女性がいる場合、更年期障害を踏まえた柔軟な
勤務方針は多くの従業員の助けになる）。女性が生
涯にうつ症状にかかる確率は男性の 2 倍であるとい
う事実を考慮すれば 128、 雇用主は、従業員がそれ
ぞれのニーズに合った、エビデンスベースのメンタ
ルヘルス改善の手段を活用することをサポートする
必要がある。
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多くの場合、リーダーは自身の体験、知識、ビジョ
ンに基づいて職場を変革していく。意思決定者が男
性に大きく偏っていれば、職場は男性優先になりや
すい。マッキンゼーの以前の研究からは、どの業
界においても女性の昇進には「壊れたはしご」が
存在することが判明した。すなわち男性 100 人が
新入社員レベルからマネジャーの役職に昇進すると
すれば、それに対して昇進する女性は 87 人であり、
有色人種の女性に至っては 73 人に留まる 129。 
概して昇進の早さにおけるジェンダー格差のために、
一般的な企業ではマネジャーレベルのポジションに
ある 60% が男性である。シニアリーダーのポジショ
ンに就く女性が増えれば、女性の健康をサポート
する方針を提唱し、最終的には企業が、より健康で
生産的な労働力からベネフィットを得られる可能性
がある。

女性の健康改善に向けたデータ主導のアクションは
多岐にわたるが、重要なことはそれぞれのステーク
ホルダーが自身の立場を活用してどうギャップの 
縮小に貢献できるかを判断することである。
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結論
 
世界的な女性の健康格差に向き合い、何十億もの 
女性の生活と生計を向上させることは道義的急務

健康の公平性への取り組みを「木」に例えるならば、
研究活動によってその木に水をやり、ビジネス投資
という太陽の力で大きく茂らせ、経済活動にまで枝
を育てられる。

その実現のためには、政府、医療機関、NGO、個人、
その他関連するすべてのステークホルダーの積極的
な参加による協働と継続的な努力が不可欠である、
女性の健康格差を克服できるかは、科学における
女性を対象にした知識・データの不足、ヘルスケ
ア提供における格差、女性の健康への不十分な投
資など本稿に概説された相互に関連する多様な要
因に対処できるかにかかっている。

経済を活性化させながら、世界人口の半分を占め
る女性の生涯・生活を改善できる大きな可能性を
認識することは、女性の健康格差を解消するための
第一歩となる。不十分な教育や最適化されていな
い治療等、女性の健康格差に関するあらゆる課題
に対して、政府、ライフサイエンス分野のイノベー

ター、教育機関、慈善家、政治的・社会的活動家
など、様々なステークホルダーが積極的に関与する
ことで、変革を推進できるだろう。

また、女性の健康は女性単独の課題ではない。社
会全体のウェルビーイングと進歩の礎石である。女
性の健康とウェルビーイングが改善することで、家
族、コミュニティ、さらには国全体へと効果が波及
する。社会全体での取り組みと持続的な投資による
包括的なアプローチは、女性の健康格差を縮小す
るのみならず、世界全体のより良い将来にも貢献す
るのだ。

こうした努力は 1 兆ドルの経済的ポテンシャルを創
出する可能性を秘めている。すでに大きく後れを
取っている本課題に対して考えるべきは、「本当に
このような機会が存在するのか」ではなく、「誰が
このチャンスを捉え、変化を推進するイニシアチブ
を取るか」であるはずだ。 
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